
詳しくは、https://www.pref.kagawa.lg.jp/keiei/rishihokyu/ を御覧いただくか、
下記までお問合せください。

■問合せ・申請先 香川県商工労働部経営支援課商業・金融グループ
〒760-8570香川県高松市番町四丁目１番10号 （県庁東館６階）
電話：０８７－８３２－３３４５ FAX：０８７－８０６－０２１１ E-mail：keiei@pref.kagawa.lg.jp

令和４（2022）年度～令和６（2024）年度

＜主な内容・要件＞
○ 一の設備投資に対して金融機関から証書貸付により1,000万円以上の借入を行っ
た場合に限ります。

○ 最長で７年（借入金に係る最初の利子（融資が実行された日の当日に支払わ
れた利子も含む。）が支払われた日の属する月から84か月以内に金銭消費貸借契
約に定める返済日（約定日）に実際に支払われた利子の合計額以下）を補助します。

○ 支払われた利子のうち１％分までを補助対象とし、補助率は３／４となります。
○ 年間の補助金の上限額は100万円（①香川県中小企業BCP優良取組認定事業所
②かがわ地方創生SDGs登録事業者は200万円）となります。

○ BCP（事業継続計画）策定が必要となります。 （※確認申請時にBCPが未策定の場合は、確認後
２回目に到来する交付申請兼実績報告書の提出期限までに策定する必要があります。）

☞香川県庁ホームページのポータルサイトにある
ページID検索、又は、右のQR コードから御覧
いただくのが便利です！

手続の流れ

金銭消費貸借契約 融資実行、設備納品・

引渡し及び支払

確認申請書提出

（中小企業者→県）※１

確認

（県→中小企業者）

交付申請兼実績報告書提出
１～12月の支払利子証明書を添付

（中小企業者→県）※２

交付決定・額の確定
（県→中小企業者）

請求
（中小企業者→県）

交付
（県→中小企業者）

交付申請：補助金対象借入金に係る最初の利子（融資が実行された日の当日に支払われた利子も含む。）が支払われた日
の属する月から84か月以内に補助金対象借入金に係る金銭消費貸借契約に定める返済日（約定日）に実際に支払われた利
子に対して毎年度手続

※１ 提出期限
融資実行並びに一の設備投資に係る納
品、引渡し及び支払の全てが完了した
日の属する年の翌年１月31日まで

※２ 提出期限：毎年１～12月の各約定日に実際に支払われた利子に対して翌年２月末日まで

確認後、２回目に到来する交付申請兼実績報告書の提出期限までにBCPを策定しなければ、２回目以降の
補助金の交付申請手続きを行うことができなくなります。（平成31（2019）年４月１日以降の確認分から適用）

実施（工事請負
・売買契約等）

一の設備投資

融資実行、設備納品・引渡し、支払の全てが完了した日 提出期限

令和６年１月１日～１２月31日 令和７年１月31日

確認申請：令和７（2025）年１月31日までに１回手続



香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付対象チェックリスト 

 
会  社  名                  
代表者職氏名                  
 

設備投資を行う場所 設備投資内容 借入予定額 

香川県  円 
 

（１）から（７）までの要件の全てに該当する必要があります。 

項目 確認事項 ﾁｪｯｸ 

補助 

対象者 

（１） 次の①から④の要件の全てに該当する。   

 

① 香川県内に本社又は事業所を有する中小企業者（会社、個人）で、製造業を営んでいる。 
注） 中小企業者…中小企業基本法第２条に規定する者。業種ごとに「資本の額又は出資の総額」か「常時使用する従業

員の数」のどちらかの条件に該当する会社及び個人。 

注） 主たる事業が製造業でなくても、製造業を営む事業所（下記②参照）がある場合は、補助対象者となる。 

注） 香川県外の中小企業者で、新たに県内において設備投資を行う場合も含む。 

□ 

② 設備投資を行う事業所が、香川県内にあり、かつ、製造業を営む事業所である。 
注） 製造業を営む事業所…日本標準産業分類(平成 25 年 10 月改定)に掲げる大分類Ｅ-製造業に属する事業所をいう。 

注） 物の製造、加工を行う事業所であっても、製造業に含まれない場合がある。 

□ 

③ 県税を完納している。 
注） 香川県外の中小企業者で、新たに県内の事業所において設備投資を行う場合はこの限りではない。 

□ 

＜平成 31（2019）年４月１日以降に追加となった要件＞ 

④ BCP を策定していること、又は BCP 策定期限までに BCP を策定すること。 
注） BCP 策定期限とは、補助金交付対象者の確認後、２回目に到来する交付申請兼実績報告書の提出期限をいう。 

□ 

補助対象

設備投資 

（２） 次の①から③のいずれかに該当する設備投資を香川県内の事業所において製造業のた

めに行ったものである。             （①から③のいずれかに該当した場合チェック→） 
□ 

 

① 工場（付随する倉庫又は事務所を含む）の新築、増改築、取得（中古含む）。 
注） 工場…物の製造又は加工の用に供する施設をいう。 

注） 土地及び住居の用途に供する部分を除く。 

注） 倉庫又は事務所のみの新築等は含まない。 

□ 

② 試験研究施設（付随する倉庫又は事務所を含む）の新築、増改築、取得（中古含む）。 
注） 試験研究施設…技術革新の進展に即応した高度な工業技術を開発し、又は当該工業技術を製品の開発若しくは生

産に利用するための試験又は研究の用に供する施設をいう。 

注） 土地及び住居の用途に供する部分を除く。 

注） 倉庫又は事務所のみの新築等は含まない。 

□ 

③ 機械及び装置の取得（中古含む）。 
注） 機械及び装置…工場、試験研究施設又は倉庫において物の製造若しくは加工又は工業技術の開発等のために直

接的に使用されるものであって、地方税法第 341 条第４号に規定する償却資産をいう。 

注） 工場、試験研究施設と一体的に整備される場合は、工場、試験研究施設の新築等に含む。 

□ 

（３） 国、自治体等からの助成を受けて行われた設備投資でない。 
注） 県、市町、独立行政法人、その他公的団体を含む。 

□ 

補助対象

利子 

（４） 一の設備投資に対して金融機関から証書貸付により 1,000 万円以上の融資を受けた借入 

金である。 
注） 1,000 万円以上の借入金には、対象となる設備投資以外（運転資金など）は含まない。 

□ 

（５） 借入金に係る利子に対して、国、自治体等から直接助成を受けていない。 
注） 県、市町、独立行政法人、その他公的団体を含む。 

□ 

（６） 借入金は、令和６（2024）年 12 月 31 日までの間に金融機関との間において金銭消費貸借

契約が締結され、かつ、融資が実行されたものである。 
注） 併せて、一の設備投資に係る納品、引渡し及び支払の全てについても、同日（令和６（2024）年 12 月 31 日）までの間に 

完了していることが必要(下記（７）及び同注書を参照)。 

□ 

確認申請書 

提出期限 

（７）確認申請書は、融資が実行された日並びに一の設備投資に係る納品、引渡し及び支払の 

全てが完了した日の属する年の翌年１月 31 日までの間に提出するものである。 

注） 融資実行、一の設備投資に係る納品、引渡し及び支払の全てを遅くとも令和６（2024）年 12 月 31 日までの間に完了し、添

付書類を全て揃えて確認申請書を遅くとも令和７（2025）年１月 31 日までの間に提出することが必要。 

 

※詳しくは、香川県県内中小企業設備投資資金利子補給補助金交付要綱を御確認ください。 
なお、ご不明な点等は表面記載の連絡先（香川県 商工労働部 経営支援課 商業・金融グループ）までお問い 
合わせください。 


